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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、企業経営の透明性・公正性を確保し、継続的な成長を促すために、コーポレート・ガバナンスの確立が不可欠であると考えてお
ります。具体的には、後記の統治体制により、内部牽制機能が有効に作用し、それが維持・継続されていくことで、不正を未然に防止し、取締役、
監査役及び従業員それぞれが自らの役割と責任を果たしていくことで、ステークホルダーから信頼され、社会的信頼を高め、これによって私たちの
継続的な成長が実現されていくものと考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社では、コーポレートガバナンス・コードにおける基本原則の全てを実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

小椋　一宏　 4,176,600 26.10

宮本　和明　 2,114,400 13.21

永留　義己　 1,930,000 12.06

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ ３８００５５ 580,800 3.63

HENNGE従業員持株会 546,229 3.41

株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 513,300 3.21

株式会社ブイ・シー・エヌ 500,000 3.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 361,800 2.26

ＲＢＣ　ＩＳＴ　１５　ＰＣＴ　ＬＥＮＤＩＮＧ　ＡＣＣＯＵＮＴ　－　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ 360,000 2.25

ＩＮＤＵＳ　ＳＥＬＥＣＴ　ＭＡＳＴＥＲ　ＦＵＮＤ，　ＬＴＤ． 283,000 1.77

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記「大株主の状況」について、以下のとおり記載しております。

・2020年９月末日（直前事業年度末）時点の株主名簿に基づいて記載しております。

・自己株式が37株あり、持ち株比率は当該自己株式数を発行済株式総数から控除して計算しております。

・2020年４月１日から直前事業年度末迄の期間中、以下の法人から大量保有報告及びその変更報告書が関東財務局長に提出され、当社株式を
保有している旨が記載されておりますが、実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記表には含めておりません。

【提出日付】　　　　　 【提出書類】　　　　　　　　　　　　　　　【提出者】　　　　　　　　　　　　　　　　【保有株式数】　　 　【保有割合】

2020年６月５日付　 大量保有報告書　　　　　　　　　 アセットマネジメントOne株式会社 857,400株　　　 　　　5.48%　　　　

2020年７月３日付　 大量保有報告書の変更報告書　 Artisan Investments GP LLC　　　 831,600株 　　　 5.26%

2020年８月21日付 大量保有報告書の変更報告書　 アセットマネジメントOne株式会社 708,800株　　　　 4.44%

2020年９月24日付　 大量保有報告書 フィデリティ投信株式会社 812,800株 5.09%

３．企業属性



上場取引所及び市場区分 東京 マザーズ

決算期 9 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

後藤　文明 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

後藤　文明 ○

当社普通株式1,000株及び新株予約権３
個（6,000株）を保有しておりますが、これ
以外の人的関係、資本的関係または取引
関係その他の利害関係はありません。

同氏は、2001年の社外監査役就任以降、企業
経営における豊富で幅広い経験に加えて、当
社のビジョンと事業内容への深い理解に基づ
き、そこから発生しうるリスク等について事前に
予見し、経営陣との忌憚のない議論を交わし、
必要に応じて厳しい意見も率直に述べているこ
とから、今後も当社の経営戦略上有用な意見・
助言が期待でき、社外取締役としての職務を適
切に遂行できるものと判断し、2018年から社外
取締役として選任しているものです。また、同氏
と当社との間に左記を除く人的関係、資本関係
又は取引関係その他の利害関係はなく、独立
性が十分に確保されていると認識しており、一
般株主と利益相反のおそれがないことから、独
立役員として指定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 3 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

原則として、四半期毎に、監査役、会計監査人及び内部監査セクションによる三様監査ミーティングを開催し、監査に必要な情報交換及び共有を
行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

田村　公一 他の会社の出身者

早川　明伸 他の会社の出身者

小内　邦敬 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



田村　公一 ○

当社普通株式3,700株及び新株予約権2
個（4,000株）を保有しておりますが、これ
以外の人的関係、資本的関係または取引
関係その他の利害関係はありません。

同氏は、2005年の社外監査役就任以降、当社
の経営・企業価値を理解した上で、上場企業で
の管理部門における豊富な経験と独立した客
観的立場から実践的に多くの指摘や助言をし、
今後も引き続き当社の意思決定に際して適切
な監査・助言を期待できるものと判断し、選任し
ているものです。また、同氏と当社との間に左
記を除く人的関係、資本関係又は取引関係そ
の他の利害関係はなく、独立性が十分に確保
されていると認識しており、一般株主と利益相
反のおそれがないことから、独立役員に指定し
ております。

早川　明伸 ○ ―――

同氏は、弁護士として企業法務に精通してお
り、長年の経験と専門的知見により経営陣から
独立した立場で監査機能を果たしております。
同氏と当社との間に人的関係、資本関係又は
取引関係その他の利害関係はなく、独立性が
十分に確保されていると認識しており、一般株
主と利益相反のおそれがないことから、独立役
員として指定しております。

小内　邦敬 ○ ―――

同氏は、税理士として財務、会計及び税務に精
通しており、長年の経験と専門的知見により経
営陣から独立した立場で監査機能を果たして
おります。同氏と当社との間に人的関係、資本
関係又は取引関係その他の利害関係はなく、
独立性が十分に確保されていると認識してお
り、一般株主と利益相反のおそれがないことか
ら、独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

従前、業績向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的として、ストックオプション制度を導入し、本報告書提出日現在において、その一部に
ついて未行使のストックオプションが残っておりますが、現在は、取締役報酬の決定方針に記載のとおり、金銭に拠る固定報酬のみの報酬体系と
しております。なお、取締役等へのインセンティブ付与に関する施策につきましては、各業務執行取締役の継続的かつ中長期的な業績向上への
意欲を高め、企業価値の継続的な向上を図るインセンティブとして機能すると判断した場合にこれらを組み合わせた報酬体系とすることとしており
ます。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、社外監査役、従業員

該当項目に関する補足説明

新株予約権について社外役員の保有数につきまして、取締役後藤文明が３個（6,000株）、監査役田村公一が２個（4,000株）でありますが、これら
以外の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上である役員が存在しないため、個別開示は実施しておらず、総額にて開示しております。



報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬は、株主総会の決議による取締役の報酬総額の限度内としております。

また、そのうえで、次のとおり取締役報酬の決定方針を定めております。

１．基本方針

１）報酬の体系

　当社の取締役の報酬は、基本報酬（金銭による固定報酬）のみの報酬体系とします。なお、今後業績連動報酬や株式報酬等（非金銭報酬等）が
各業務執行取締役の継続的かつ中長期的な業績向上への意欲を高め、企業価値の継続的な向上を図るインセンティブとして機能すると判断した
場合には、これらを組み合わせた報酬体系とします。

２）報酬の水準

　当社の取締役の報酬水準は、当社または当社グループの中長期的な成長を担う人材を確保、維持できる水準を目標とします。

２．業績に連動しない金銭報酬の算定方法及び付与の時期又は条件の決定に関する方針

　当社の個人別の取締役の基本報酬は、同業または同規模の他企業との比較および当社の業績ならびに財務状況を考慮しつつ、個々の職責お
よび業績貢献に基づき、総合的に勘案して決定し、毎月定額を支給するものとします。

３．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　当社の取締役の報酬は、基本報酬の割合を100％とします。なお、今後業績連動報酬や株式報酬等を報酬体系に組み合わせることが適切と判
断した場合には、同業または同規模の他企業との比較および当社の業績ならびに財務状況を考慮しつつ、個々の職責および業績貢献に基づき、
総合的に勘案して適切な報酬比率となるように決定するものとします。

４．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　当社の個人別の取締役の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受け、上記２．「業績に
連動しない金銭報酬の算定方法及び付与の時期又は条件の決定に関する方針」で定めた評価算定要素を考慮して決定するものとします。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役へのサポートは、主にビジネス・アドミニストレーション・ディビジョンが行っております。取締役会に付議される議案に
つきましては、原則として取締役会開催日の３日前に議案事項を送付する他、電子的手法により共有のうえ、必要に応じて議案内容を説明してお
ります。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１）取締役及び取締役会

当社の取締役会は取締役５名によって構成され、うち１名が社外取締役であります。社外取締役は当社グループの経営に資する経験を有する人
材を選任しており、より広い視野に基づいた経営意思決定と社外からの経営監視を可能とする体制作りを推進しております。

取締役会は、効率的かつ迅速な意思決定を行えるよう、毎月の定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、定款及び法令
に則り、経営の意思決定機関及び監督機関として機能しております。

　なお、取締役会の構成員は、代表取締役社長 小椋一宏を議長とし、取締役 宮本和明、永留義己及び天野治夫並びに社外取締役 後藤文明で

あります。

２）監査役及び監査役会

　当社の監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名の合計３名によって構成されており、３名全員が社外監査役であります。常勤監査役は、
取締役会のほかに社内の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査しております。また監査役３名は取締役会に参加し、適宜必要な意見を
述べております。

　監査役は年間監査役監査計画に従い、監査した内容を監査役会において報告及び共有することで、有効かつ効率的な監査機能を果たしており
ます。また、監査役は会計監査人及び内部監査担当者と連携し、当社グループの監査に必要な情報を共有し、監査の有効性を高めております。

　なお、監査役会の構成員は、監査役 田村公一及び早川明伸並びに小内邦敬であります。

３）内部監査部門

　当社では、代表取締役社長の命を受けた内部監査セクション及び内部監査セクションに属さない内部監査担当者が、当社全体をカバーし、自己
監査が生じない体制により、法令の遵守状況及び業務活動の効率性などについて、内部監査を実施し、代表取締役社長に監査結果を報告すると
ともに、被監査部門に対して業務改善に向け具体的に助言・勧告を行っております。

　なお、内部監査実施時には常勤監査役が立ち会い、内部監査結果については、会計監査人への報告を行うことで、情報の共有を図っておりま
す。

４）執行役員制度及び執行役員会

　当社は、機動的な意思決定及び業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を導入しております。

　執行役員は、取締役会において選任され、取締役会の決議によって定められた分担に従い業務執行を行っております。また、当社は、経営に関
する重要な事項の審議、執行役員の業務執行に関する報告及び役員間の情報交換を図る会議体として、執行役員会を設置しております。

なお、執行役員会の構成員は、代表取締役社長 小椋一宏を議長とし、取締役 宮本和明、永留義己、天野治夫並びに田中昌実、汾陽祥太及び中

込剛であります。

５）役員の責任免除及び責任限定契約の内容の概要

　当社は、職務執行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項により、任務を怠ったことによる取締役（取締役で
あった者を含みます。）及び監査役（監査役であった者を含みます。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除する
ことができる旨を定款に定めております。



　また、当社と社外取締役１名及び社外監査役３名との間では、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当該社外取締役又は各社外監査役がその職務を行うにつき善意かつ重大な過失がないときは、
同法第425条第１項が定める最低責任限度額を限度としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役会設置会社であり、取締役会と監査役会を中心としたコーポレート・ガバナンス体制を構築しております。

　取締役会では活発な議論が行われており、また、社外取締役１名を選任することで、経営に多角的な視点を取り入れるとともに、取締役の監視
機能を強化しております。これに加え、社外監査役３名を選任することで、独立した立場からの監査を確保し、監査機能の強化を図っております。
以上のことから、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保できると判断し、現在の体制を採っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会招集通知の早期発送に努めるとともに、株主総会招集に関する取締役会決議
後、招集通知の発送前の段階で、当該招集通知に記載する情報を東京証券取引所が運
営するウェブサイト、当社ウェブサイト等を通じて速やかに公表しております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は決算期が９月であるため、他の上場企業の多くが株主総会を開催する６月ではな
く、例年12月を開催月としております。今後も、より多くの株主の皆様にご出席いただける
よう、集中日を回避して開催できるよう努めてまいります。

電磁的方法による議決権の行使
議決権行使に関する株主様の利便性向上、議決権行使率の向上のため、電子投票制度
の導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

現在、議決権電子行使プラットフォームに参加しておりませんが、今後の株主構成、また
当該プラットフォーム参加に掛かる費用等をふまえ、採否を検討してまいります。

招集通知（要約）の英文での提供
当社ウェブサイトに掲載しております。

https://hennge.com/global/ir/info/

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ウェブサイトに掲載しております。

https://hennge.com/jp/ir/policy/

個人投資家向けに定期的説明会を開催

個人投資家向けの説明会を実施し、事業の内容、ビジネスモデル、また成長
戦略等について説明しております。

なお、2020年中は12月１日にライブでのオンライン配信形式にて実施いたしま
した。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト、機関投資家向けの説明会を実施し、事業の状況や業績、経営方
針、業績見通し等を説明しております。

なお、2020年中は、2020年９月期の各四半期決算に係るアナリスト、機関投資
家向け説明会を次のとおり開催いたしました。

１．2020年９月期　第１四半期

　　開催日：2020年２月12日

　　開催場所：日本証券アナリスト協会 兜町平和ビル２Ｆ　第２セミナールーム

２．2020年９月期　第２四半期　※

　　実施日：2020年５月13日

　　実施方法：動画配信及びスクリプト形式にて当社ウェブサイトに掲載

３．2020年９月期　第３四半期　※

　　実施日：2020年８月７日

　　実施方法：動画配信及びスクリプト形式にて当社ウェブサイトに掲載

４．2020年９月期　通期　※

　　実施日：2020年11月13日

　　実施方法：動画配信及びスクリプト形式にて当社ウェブサイトに掲載

※コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、動画配信及びスクリプトの掲
載により決算説明を実施いたしました。今後の決算説明会の実開催、動画配
信等の実施につきましては、当該感染症の状況をふまえ、検討、選択してまい
ります。

あり



海外投資家向けに定期的説明会を開催

決算説明に関する英語での動画配信及び英語スクリプト付き決算説明資料を
当社ウェブサイトに掲載しております。

また、海外機関投資家向けの個別ミーティング（電話会議を含む。）を実施し、
事業の状況や業績、経営方針、業績見通し等を説明しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社ウェブサイトに、決算短信、有価証券報告書、四半期報告書、適時開示書
類および各種説明会資料等を掲載しております。

https://hennge.com/jp/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置 ビジネス・アドミニストレーション・ディビジョンにて担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

顧客、株主、投資家等のステークホルダーに対して、適時適切に会社情報を公表していく
ことが重要であるとの認識のもと、当社ホームページ等を通じて正確な情報開示を行なっ
ております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社では社内規程、稟議、契約書類等の文書について、ペーパレス化を推進しており、事
業活動における省資源化に取り組んでおります。

体系的な環境保全活動及びCSR活動の実施につきましては、今後検討すべき課題として
認識しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

顧客、株主、投資家等のステークホルダーに対し、適時適切な情報開示を行うため、情報
開示に係る基本方針として、「ディスクロージャー・ポリシー」を策定しております。当社で
は、当該ポリシーに基づき、ステークホルダーに対し情報開示を行なっております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、適切な内部統制システムを構築することが、取締役会の重要な責務の一つであると認識のもと、以下のとおり、業務の適正を確保する
ための体制の整備に関する基本方針（「内部統制システムの構築に係る基本方針」）を次のとおり制定しております。

　

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成され、法令、定款及び「取締役会規程」に従い、重要事項を決定するとともに、取締役の職務執
行を監督する。

（２）取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、担当業務を監督する。

（３）取締役会の意思決定機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制を採用する。執行役員は、取締役会の決定のもと、取締役会
及び代表取締役の委任に基づき、担当職務を執行する。

（４）全ての取締役及び従業員が、企業の社会的責任を常に認識し、また、単に明文化された法令・ルールの遵守に留まらず、広く社会規範を遵
守して行動ができるよう「コンプライアンス基本方針」及び「コンプライアンス規程」（以下、総称して「コンプライアンス規程等」という。）を制定し、コン
プライアンス経営を実践する。

（５）「コンプライアンス規程等」に従い、コンプライアンス担当取締役を選任し、当該コンプライアンス担当取締役を委員長とするコンプライアンス委
員会を設置し、当該委員会の定期的開催と内部通報窓口との連携を以って、取締役及び従業員の法令違反及びその発生可能性につきモニタリ
ング、調査及び監督指導する。

（６）コンプライアンス違反が発生した場合は、コンプライアンス委員会を中心として、代表取締役社長、取締役会、監査役会に報告される体制及び
顧問弁護士に適宜相談、報告される体制を構築する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　経営に関する重要文書、秘密情報及び個人情報について、法令、「文書管理規程」及び「情報セキュリティ管理規程」等に定めるところにより、適
切に記録・保存、管理する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　「リスク管理規程」及び「危機管理規程」を制定し、リスクの顕在化を予防するとともに、リスクが顕在化した際の迅速かつ適切な措置を講じる体
制を整備する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に係る事項を「取締役会規程」に定めるとともに、取締役会を
月１回開催する他、必要に応じて臨時に開催する。

（２）取締役は、IT技術を活用し、迅速かつ的確な経営情報の把握に努める。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について、当社の取締役会において、子会社の経営状況について定期的に報告を受け、業務の
適正を確保する。

（２）「リスク管理規程」に定めるリスク項目について、子会社の取締役会において、適宜評価を行い、リスクの顕在化を予防するとともに、リスクが
顕在化した際の迅速かつ適切な措置を講じる体制を整備する。

（３）当社の監査役は、子会社の内部統制システムが適切に整備されているかに留意し、必要に応じて法令等に定める権限を行使し、子会社の調
査等を行う。

（４）内部監査担当者は、定期的又は臨時に子会社の内部監査を実施し、内部統制の整備を推進するとともに、改善策の指導、実施の支援・助言
等を行う。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関す
る事項及び当該使用人に対する指示の実効性に関する体制

（１）監査役が補助者の設置を希望する場合は、取締役と監査役が意見交換を行い、監査役の職務を補助する使用人を決定する。

（２）監査役を補助する使用人を設置した場合、当該使用人は監査役からの要請に関して、取締役及び上長等の指揮・命令を受けない。

（３）監査役の職務を補助する使用人の人事異動及び懲戒処分については、事前に監査役の同意を必要とする。

７．取締役及び使用人による監査役への報告に関する体制

（１）取締役及び従業員並びに子会社の取締役及び従業員は、監査役の求めに応じて速やかに業務執行状況を報告する。

（２）取締役、子会社の取締役は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに監査役に報告する。

（３）従業員及び子会社の従業員が、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、内部通報窓口又はその他の方
法により、監査役に報告できる体制とする。

（４）上記により監査役に報告を行った者に対して、不利益な取扱いを行わない体制とする。

（５）コンプライアンス担当取締役は、内部通報制度の通報の事実について、適宜遅滞なく監査役に報告を行う。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役は、取締役会の他、重要な意思決定プロセス及び業務の執行の状況を把握するため、重要な会議に出席し意見を述べるとともに、主
要な決裁を求める書面その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び従業員にその説明を求めることができる。

（２）監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債務
を処理する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「反社会的勢力（ASF）に対する基本方針および対応に関する規程」及び「反社会的勢力（AFS）調査マニュアル」を設けております。また、
渋谷地区特殊暴力防止対策協議会へも加盟し、情報収集・共有を行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


